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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　式(I):
【化１】

（式中、Ｒ1は水素原子または水酸基もしくはフッ素原子を有していてもよい炭素数１～
４のアルキル基、Ｒ2は炭素数１～８のアルキレン基、Ｒ3は水素原子または炭素数１～２
２の直鎖アルキル基、Ｘは－Ｏ－基または－ＮＨ－基を示す）
で表わされるウレア系モノマー５０～９５質量％と（メタ）アクリル酸、（メタ）アクリ
ルアミド、Ｎ－ビニルピロリドン、（メタ）アクリロニトリルおよび２－ヒドロキシエチ
ル（メタ）アクリレートからなる群より選ばれた少なくとも１種のモノマー５～５０質量
％とからなるモノマー成分を重合させてなるウレア系ポリマーを含有することを特徴とす
る水性ゲル。
【請求項２】
　式(I):
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【化２】

（式中、Ｒ1は水素原子または水酸基もしくはフッ素原子を有していてもよい炭素数１～
４のアルキル基、Ｒ2は炭素数１～８のアルキレン基、Ｒ3は水素原子または炭素数１～２
２の直鎖アルキル基、Ｘは－Ｏ－基または－ＮＨ－基を示す）
で表わされるウレア系モノマー５０～９５質量％と（メタ）アクリル酸、（メタ）アクリ
ルアミド、Ｎ－ビニルピロリドン、（メタ）アクリロニトリルおよび２－ヒドロキシエチ
ル（メタ）アクリレートからなる群より選ばれた少なくとも１種のモノマー５～５０質量
％とからなるモノマー成分を重合させることを特徴とするウレア系ポリマーを含有する水
性ゲルの製造方法。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、水性ゲルおよびその製造方法に関する。本発明の水性ゲルは、柔軟性に優れ
るとともに機械的強度が高いことから、例えば、人工軟骨、人工皮膚、人工乳房などの人
工器官用材料；カテーテル、ガイドワイヤーなどのコーティング剤、血液浄化フィルター
の回路用コーティング剤、人工関節の駆動部用コーティング剤などのコーティング剤；細
胞培養シートなどの医療機器用材料；薬剤をゲル状で体内に投与するための医療用材料；
化粧パック、絆創膏、芳香剤用基材、トイレタリー用品などに用いられるゲル体；化粧品
用原料；液晶画面保護用フィルムの接着層の原料；フジツボなどの貝類の付着防止用船底
塗料などの塗料；自動車の振動を吸収するための防振材料；リチウムイオン二次電池の電
解質の原料；アクチュエーター材料、圧電素子などのエネルギー関連材料；印刷材料など
の用途に使用することが期待される。
【背景技術】
【０００２】
　高柔軟性および保水性を損なうことなく、機械的強度が高いゲルとして、ウレア系ポリ
マーで構成される網目構造に非ウレア系ポリマーが侵入し、物理的に絡み付いたセミ相互
侵入網目構造を有し、良溶媒による平衡膨潤時において、膨潤度が５以上であり、前記良
溶媒の重量含有率が８０％以上であり、破壊エネルギーが７００Ｊ／ｍ2以上２０００Ｊ
／ｍ2以下であるゲルが提案されている（例えば、特許文献1参照）。しかし、前記ゲルは
、ウレア系ポリマーで構成される網目構造に非ウレア系ポリマーを侵入させる際に、ウレ
ア系ポリマーを膨潤させる必要があることから、厚さが小さいフィルムを形成させること
が困難である。また、前記ゲルは、製造の際にウレア系ポリマーで構成される網目構造に
非ウレア系ポリマーを侵入させた後、硬化させる必要があることから、工業的生産性の点
から好ましいものであるとはいえない。
【０００３】
　また、高分子ゲルとして、第２のモノマーを重合して得られる第２のポリマーからなる
連続相と、該連続相中に均一に分散している、第１のポリマーからなる粒子と、該連続相
および該粒子に共通して含まれる液体とを有し、前記第１のポリマーからなる粒子内に、
前記第２のポリマーの分子鎖が存在していることを特徴とする高分子ゲルが提案されてい
る（例えば、特許文献２参照）。しかし、前記高分子ゲルは、その製造の際に第１のポリ
マーを凍結乾燥させるという煩雑な操作および凍結乾燥させた第１のポリマーを粉砕させ
るという煩雑な操作を要することから、工業的生産性の点から好ましいものであるとはい
えない。
【先行技術文献】
【特許文献】
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【０００４】
【特許文献１】国際公開第２００６／００１３１３号パンフレット
【特許文献２】特開２００９－１８５１５６号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　本発明は、前記従来技術に鑑みてなされたものであり、２種類のポリマーを相互に複合
させた構造を有することなく、柔軟性に優れるとともに高機械的強度を有する水性ゲルを
提供することを課題とする。本発明は、また、２種類のポリマーを相互に複合させること
なく、柔軟性に優れるとともに高機械的強度を有する水性ゲルを効率よく容易に製造する
ことができる水性ゲルの製造方法を提供することを課題とする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明は、
（１）　式(I):
【０００７】
【化１】

【０００８】
（式中、Ｒ1は水素原子または水酸基もしくはフッ素原子を有していてもよい炭素数１～
４のアルキル基、Ｒ2は炭素数１～８のアルキレン基、Ｒ3は水素原子または炭素数１～２
２の直鎖アルキル基、Ｘは－Ｏ－基または－ＮＨ－基を示す）
で表わされるウレア系モノマー５０～９５質量％と（メタ）アクリル酸、（メタ）アクリ
ルアミド、Ｎ－ビニルピロリドン、（メタ）アクリロニトリルおよび２－ヒドロキシエチ
ル（メタ）アクリレートからなる群より選ばれた少なくとも１種のモノマー５～５０質量
％とからなるモノマー成分を重合させてなるウレア系ポリマーを含有することを特徴とす
る水性ゲル、および
（２）　式(I):
【０００９】
【化２】

【００１０】
（式中、Ｒ1は水素原子または水酸基もしくはフッ素原子を有していてもよい炭素数１～
４のアルキル基、Ｒ2は炭素数１～８のアルキレン基、Ｒ3は水素原子または炭素数１～２
２の直鎖アルキル基、Ｘは－Ｏ－基または－ＮＨ－基を示す）
で表わされるウレア系モノマー５０～９５質量％と（メタ）アクリル酸、（メタ）アクリ
ルアミド、Ｎ－ビニルピロリドン、（メタ）アクリロニトリルおよび２－ヒドロキシエチ
ル（メタ）アクリレートからなる群より選ばれた少なくとも１種のモノマー５～５０質量
％とからなるモノマー成分を重合させることを特徴とするウレア系ポリマーを含有する水
性ゲルの製造方法
に関する。
【発明の効果】
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【００１１】
　本発明によれば、２種類のポリマーを相互に複合させた構造を有することなく、柔軟性
に優れるとともに高機械的強度を有する水性ゲルが提供される。また、本発明によれば、
２種類のポリマーを相互に複合させることなく、柔軟性に優れるとともに高機械的強度を
有する水性ゲルを効率よく容易に製造することができる。
【発明を実施するための形態】
【００１２】
　本発明の水性ゲルは、前記したように、式(I):
【００１３】
【化３】

【００１４】
（式中、Ｒ1は水素原子または水酸基もしくはフッ素原子を有していてもよい炭素数１～
４のアルキル基、Ｒ2は炭素数１～８のアルキレン基、Ｒ3は水素原子、炭素数１～２２の
アルキル基、炭素数３～８のシクロアルキル基、炭素数６～１２のアリール基または炭素
数７～１２のアラルキル基、Ｘは－Ｏ－基または－ＮＨ－基を示す）
で表わされるウレア系モノマーを含有するモノマー成分を重合させてなるウレア系ポリマ
ーを含有することを特徴とする。
【００１５】
　本発明の水性ゲルに用いられるウレア系ポリマーは、式(I)で表わされるウレア系モノ
マーを含有するモノマー成分を重合させることによって容易に調製することができる。
【００１６】
　式(I)において、Ｒ1は水素原子または水酸基もしくはフッ素原子を有していてもよい炭
素数１～４のアルキル基である。Ｒ1としては、例えば、水素原子、メチル基、エチル基
、プロピル基、ｎ－ブチル基、イソブチル基、ｔｅｒｔ－ブチル基、ヒドロキシメチル基
、ヒドロキシエチル基、トリフルオロメチル基などが挙げられるが、本発明は、かかる例
示のみに限定されるものではない。これらの基は、それぞれ単独で用いてもよく、２種類
以上を併用してもよい。これらの基のなかでは、柔軟性に優れるとともに高機械的強度を
有する水性ゲルを得る観点から、水素原子、メチル基、エチル基、ヒドロキシエチル基お
よびトリフルオロメチル基が好ましい。
【００１７】
　Ｒ2は、炭素数１～８のアルキレン基である。炭素数１～８のアルキレン基としては、
例えば、メチレン基、エチレン基、ｎ－プロピレン基、イソプロピレン基、ｎ－ブチレン
基、イソブチレン基、ｔｅｒｔ－ブチレン基、ｎ－ペンテン基、ｎ－ヘキセン基、イソヘ
キセン基などが挙げられるが、本発明は、かかる例示のみに限定されるものではない。こ
れらの基は、それぞれ単独で用いてもよく、２種類以上を併用してもよい。これらの基の
なかでは、柔軟性に優れるとともに高機械的強度を有する水性ゲルを得る観点から、好ま
しくは炭素数１～６のアルキレン基、より好ましくは炭素数１～４のアルキレン基、さら
に好ましくはメチレン基およびエチレン基、さらに一層好ましくはエチレン基である。
【００１８】
　Ｒ3は、水素原子、炭素数１～２２のアルキル基、炭素数３～８のシクロアルキル基、
炭素数６～１２のアリール基または炭素数７～１２のアラルキル基である。
【００１９】
　前記炭素数１～２２のアルキル基としては、炭素数１～２２の直鎖、分岐鎖または脂環
構造を有するアルキル基が挙げられる。炭素数１～２２のアルキル基の具体例としては、
メチル基、エチル基、ｎ-プロピル基、イソプロピル基、ｎ－ブチル基、イソブチル基、
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ｔｅｒｔ－ブチル基、ペンチル基、ヘキシル基、ヘプチル基、オクチル基、ノニル基、デ
シル基、ウンデシル基、ドデシル基、オクタデシル基、ノナデシル基、エイコシル基、ド
コシル基などが挙げられるが、本発明は、かかる例示のみに限定されるものではない。こ
れらの基は、それぞれ単独で用いてもよく、２種類以上を併用してもよい。これらの基の
なかでは、柔軟性に優れるとともに高機械的強度を有する水性ゲルを得る観点から、炭素
数１～１０のアルキル基が好ましく、炭素数１～６のアルキル基がより好ましく、炭素数
１～３のアルキル基がさらに好ましい。
【００２０】
　前記炭素数３～８のシクロアルキル基としては、例えば、シクロプロピル基、シクロペ
ンチル基、シクロヘキシル基、シクロオクチル基などが挙げられるが、本発明は、かかる
例示のみに限定されるものではない。これらの基は、それぞれ単独で用いてもよく、２種
類以上を併用してもよい。これらの基のなかでは、柔軟性に優れるとともに高機械的強度
を有する水性ゲルを得る観点から、シクロヘキシル基が好ましい。
【００２１】
　前記炭素数６～１２のアリール基としては、例えば、フェニル基、トリル基、キシリル
基、ナフチル基、ビフェニル基などが挙げられるが、本発明は、かかる例示のみに限定さ
れるものではない。これらの基は、それぞれ単独で用いてもよく、２種類以上を併用して
もよい。これらの基のなかでは、柔軟性に優れるとともに高機械的強度を有する水性ゲル
を得る観点から、炭素数６～９のアリール基が好ましく、フェニル基がより好ましい。
【００２２】
　前記炭素数７～１２のアラルキル基としては、例えば、ベンジル基、フェニルエチル基
、メチルベンジル基、ナフチルメチル基などが挙げられるが、本発明は、かかる例示のみ
に限定されるものではない。これらの基は、それぞれ単独で用いてもよく、２種類以上を
併用してもよい。これらの基のなかでは、柔軟性に優れるとともに高機械的強度を有する
水性ゲルを得る観点から、炭素数７～９のアラルキル基が好ましく、ベンジル基がより好
ましい。
【００２３】
　Ｘは、－Ｏ－基または－ＮＨ－基である。Ｘのなかでは、柔軟性に優れるとともに高機
械的強度を有する水性ゲルを得る観点から、－Ｏ－基が好ましい。
【００２４】
　式(I)で表わされるウレア系モノマーとしては、例えば、２－ウレアアルキル－１－（
メタ）アクリレート、Ｎ－アルキル－２－ウレアアルキル－１－（メタ）アクリレートな
どが挙げられるが、本発明は、かかる例示のみに限定されるものではない。これらのウレ
ア系モノマーは、それぞれ単独で用いてもよく、２種類以上を併用してもよい。
【００２５】
　２－ウレアアルキル－１－（メタ）アクリレートは、例えば、（メタ）アクリロイルオ
キシエチルイソシアネートなどの（メタ）アクリロイルオキシアルキルイソシアネートと
アンモニアとを反応させることによって容易に調製することができる。２－ウレアアルキ
ル－１－（メタ）アクリレートとしては、例えば、２－ウレアメチル－１－アクリレート
、２－ウレアメチル－１－メタクリレート、２－ウレアエチル－１－アクリレート、２－
ウレアエチル－１－メタクリレート、２－ウレアプロピル－１－アクリレート、２－ウレ
アプロピル－１－メタクリレート、２－ウレアｎ－ブチル－１－アクリレート、２－ウレ
アｎ－ブチル－１－メタクリレートなどが挙げられるが、本発明は、かかる例示のみに限
定されるものではない。これらの２－ウレアアルキル－１－（メタ）アクリレートは、そ
れぞれ単独で用いてもよく、２種類以上を併用してもよい。前記（メタ）アクリロイルオ
キシアルキルイソシアネートは、２官能以上のイソシアネート基を有するイソシアネート
化合物と水酸基を有する（メタ）アクリレートなどの水酸基含有単官能モノマーとを反応
させることによって得られるハーフアダクトモノマーであってもよい。
【００２６】
　Ｎ－アルキル－２－ウレアアルキル－１－（メタ）アクリレートは、例えば、（メタ）
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アクリロイルオキシエチル（メタ）アクリレートなどの（メタ）アクリロイルオキシアル
キルイソシアネートと、ｎ－ブチルアミン、シクロヘキシルアミン、２－エチレヘキシル
アミン、ラウリルアミン、ステアリルアミン、グルコサミンなどの水酸基を有していても
よいアルキル基またはシクロアルキル基を有するアミンとを反応させることによって容易
に調製することができる。Ｎ－アルキル－２－ウレアアルキル－１－（メタ）アクリレー
トとしては、例えば、Ｎ－ｎ－ブチル－２－ウレアエチル－１－（メタ）アクリレート、
Ｎ－ｔｅｒｔ－ブチル－２－ウレアエチル－１－（メタ）アクリレート、Ｎ－シクロヘキ
シル－２－ウレアエチル－１－（メタ）アクリレート、Ｎ－２－エチルヘキシル－２－ウ
レアエチル－１－（メタ）アクリレート、Ｎ－ラウリル－２－ウレアエチル－１－（メタ
）アクリレート、Ｎ－ステアリル－２－ウレアエチル－１－（メタ）アクリレート、Ｎ－
グルコシル－２－ウレアエチル－１－（メタ）アクリレートなどが挙げられるが、本発明
は、かかる例示のみに限定されるものではない。これらのＮ－アルキル－２－ウレアアル
キル－１－（メタ）アクリレートは、それぞれ単独で用いてもよく、２種類以上を併用し
てもよい。
【００２７】
　なお、本発明において、「（メタ）アクリレート」は、アクリレートまたはメタクリレ
ートを意味し、アクリレートおよびメタクリレートは、それぞれ単独で用いてもよく、併
用してもよい。「（メタ）アクリロイルオキシ」は、アクリロイルオキシまたはメタクリ
ロイルオキシを意味し、アクリロイルオキシおよびメタクリロイルオキシは、それぞれ単
独で用いてもよく、併用してもよい。「（メタ）アクリル酸」は、アクリル酸またはメタ
クリル酸を意味し、アクリル酸およびメタクリル酸は、それぞれ単独で用いてもよく、併
用してもよい。
【００２８】
　式（Ｉ）で表わされるウレア系モノマーのなかで柔軟性に優れるとともに高機械的強度
を有する水性ゲルを得る観点から好適なものとしては、例えば、式（Ｉ）において、Ｒ1

がメチル基、Ｒ2がエチレン基、Ｒ3が水素原子、Ｘが－Ｏ－基である２－ウレアエチル－
１－メタクリレート；式（Ｉ）において、Ｒ１が水素原子、炭素数１～４のアルキル基、
ヒドロキシメチル基またはトリフルオロメチル基、Ｒ2がエチレン基、Ｒ3が炭素数１～８
のアルキル基、Ｘが－Ｏ－基であるウレア系モノマーなどが挙げられるが、本発明は、か
かる例示のみに限定されるものではない。これらのウレア系モノマーは、それぞれ単独で
用いてもよく、２種類以上を併用してもよい。
【００２９】
　モノマー成分における式（Ｉ）で表わされるウレア系モノマーの含有率は、柔軟性に優
れるとともに高機械的強度を有する水性ゲルを得る観点から、好ましくは５０質量％以上
、より好ましくは６０質量％以上であり、その上限値は１００質量％であるが、柔軟性に
優れるとともに高機械的強度を有する水性ゲルを得る観点から、９５質量％以下であるこ
とが好ましい。
【００３０】
　本発明においては、モノマー成分には、式（Ｉ）で表わされるウレア系モノマー以外の
モノマー（以下、他のモノマーという）を用いることができる。
【００３１】
　他のモノマーとしては、単官能モノマーおよび多官能モノマーが挙げられる。
　単官能モノマーとしては、例えば、（メタ）アクリル酸；アクリル酸メチル、メタクリ
ル酸メチル、アクリル酸エチル、メタクリル酸エチル、アクリル酸ｎ－ブチル、メタクリ
ル酸ｎ－ブチル、アクリル酸イソブチル、メタクリル酸イソブチル、アクリル酸ｔｅｒｔ
－ブチル、メタクリル酸ｔｅｒｔ－ブチル、アクリル酸ネオペンチル、メタクリル酸ネオ
ペンチル、アクリル酸オクチル、メタクリル酸オクチル、アクリル酸ラウリル、メタクリ
ル酸ラウリル、アクリル酸ラウリル、メタクリル酸ラウリル、アクリル酸ステアリル、メ
タクリル酸ステアリル、アクリル酸セチル、メタクリル酸セチルなどのアルキル基の炭素
数が１～１８の（メタ）アクリル酸アルキルエステル；アクリル酸シクロヘキシル、メタ
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クリル酸シクロヘキシルなとの炭素数６～１２のシクロアルキル基を有するシクロアルキ
ル（メタ）アクリレート；アクリル酸ベンジル、メタクリル酸ベンジルなどのアラルキル
基の炭素数が７～１２の（メタ）アクリル酸アリールエステル；アクリル酸ヒドロキシエ
チル、メタクリル酸ヒドロキシエチル、アクリル酸ヒドロキシプロピル、メタクリル酸ヒ
ドロキシプロピル、アクリル酸ヒドロキシブチル、メタクリル酸ヒドロキシブチルなどの
ヒドロキシアルキル基の炭素数が２～６の（メタ）アクリル酸ヒドロキシアルキル；アク
リル酸メトキシエチル、メタクリル酸メトキシエチル、アクリル酸メトキシブチル、メタ
クリル酸メトキシブチルなどのアルコキシアルキル基の炭素数が２～８の（メタ）アクリ
ル酸アルコキシアルキル；アクリル酸エチルカルビトール、メタクリル酸エチルカルビト
ールなどのアルキル基の炭素数が１～４の（メタ）アクリル酸アルキルカルビトール；Ｎ
－メチルアクリルアミド、Ｎ－メチルメタクリルアミド、Ｎ－エチルアクリルアミド、Ｎ
－エチルメタクリルアミド、Ｎ－プロピルアクリルアミド、Ｎ－プロピルメタクリルアミ
ド、Ｎ－イソプロピルアクリルアミド、Ｎ－イソプロピルメタクリルアミド、Ｎ－ｔｅｒ
ｔ－ブチルアクリルアミド、Ｎ－ｔｅｒｔ－ブチルメタクリルアミド、Ｎ－オクチルアク
リルアミド、Ｎ－オクチルメタクリルアミド、Ｎ，Ｎ－ジメチルアクリルアミド、Ｎ，Ｎ
－ジメチルメタクリルアミド、Ｎ，Ｎ－ジエチルアクリルアミド、Ｎ，Ｎ－ジエチルメタ
クリルアミドなどのアルキル基の炭素数が１～１２のアルキル（メタ）アクリルアミド：
Ｎ－ブトキシメチルアクリルアミド、Ｎ－ブトキシメチルメタクリルアミドなどのアルコ
キシ基の炭素数が１～６のアルコキシ（メタ）アクリルアミド；アクリロイルモルホリン
、メタクリルリロイルモルホリンなどの（メタ）アクリロイルモルホリン；ジアセトンア
クリルアミド、ジアセトンジメタクリルアミドなどのジアセトン（メタ）アクリルアミド
；スチレン、メチルスチレンなどのスチレン系モノマー；イタコン酸メチル、イタコン酸
エチルなどの（メタ）アクリル酸アルキルエステル以外のアルキル基の炭素数が１～４の
脂肪酸アルキルエステル；酢酸ビニル、プロピオン酸ビニルなどの脂肪酸ビニルエステル
；Ｎ－ビニルピロリドン、Ｎ－ビニルカプロラクタムなどの窒素原子含有モノマー；ビニ
ルスルホン酸、アリルスルホン酸、アクリルアミドメチルプロパンスルホン酸、メタクリ
ルアミドメチルスルホン酸などのスルホン酸類；エチレンオキサイド変性リン酸アクリレ
ート、エチレンオキサイド変性リン酸メタクリレートなどのアルキレンオキサイド変性リ
ン酸（メタ）アクリレート；Ｎ－アクリロイルオキシエチル－Ｎ，Ｎ－ジメチルアンモニ
ウム－α－Ｎ－メチルカルボキシベタイン、Ｎ－メタクリルリロイルオキシエチル－Ｎ，
Ｎ－ジメチルアンモニウム－α－Ｎ－メチルカルボキシベタイン、Ｎ－アクリロイルオキ
シエチル－Ｎ，Ｎ－ジエチルアンモニウム－α－Ｎ－メチルカルボキシベタイン、Ｎ－メ
タクリルリロイルオキシエチル－Ｎ，Ｎ－ジエチルアンモニウム－α－Ｎ－メチルカルボ
キシベタイン、Ｎ－アクリロイルオキシエチル－Ｎ，Ｎ－ジメチルアンモニウム－β－Ｎ
－エチルカルボキシベタイン、Ｎ－メタクリルリロイルオキシエチル－Ｎ，Ｎ－ジメチル
アンモニウム－β－Ｎ－エチルカルボキシベタイン、Ｎ－アクリロイルオキシエチル－Ｎ
，Ｎ－ジエチルアンモニウム－β－Ｎ－エチルカルボキシベタイン、Ｎ－メタクリルリロ
イルオキシエチル－Ｎ，Ｎ－ジエチルアンモニウム－β－Ｎ－エチルカルボキシベタイン
、Ｎ－アクリルアミドプロピル－Ｎ，Ｎ－ジメチルアンモニウム－α－Ｎ－メチルカルボ
キシベタイン、Ｎ－メタクリルアミドプロピル－Ｎ，Ｎ－ジメチルアンモニウム－α－Ｎ
－メチルカルボキシベタイン、Ｎ－アクリルアミドプロピル－Ｎ，Ｎ－ジエチルアンモニ
ウム－α－Ｎ－メチルカルボキシベタイン、Ｎ－メタクリルアミドプロピル－Ｎ，Ｎ－ジ
エチルアンモニウム－α－Ｎ－メチルカルボキシベタイン、Ｎ－アクリルアミドプロピル
－Ｎ，Ｎ－ジメチルアンモニウム－β－Ｎ－エチルカルボキシベタイン、Ｎ－メタクリル
アミドプロピル－Ｎ，Ｎ－ジメチルアンモニウム－β－Ｎ－エチルカルボキシベタイン、
Ｎ－アクリルアミドプロピル－Ｎ，Ｎ－ジエチルアンモニウム－β－Ｎ－エチルカルボキ
シベタイン、Ｎ－メタクリルアミドプロピル－Ｎ，Ｎ－ジエチルアンモニウム－β－Ｎ－
エチルカルボキシベタインなどのベタイン系モノマーなどが挙げられるが、本発明は、か
かる例示のみに限定されるものではない。これらのモノマーは、それぞれ単独で用いても
よく、２種類以上を併用してもよい。
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【００３２】
　多官能モノマーとしては、例えば、メチレンビスアクリルアミド、メチレンビスメタク
リルアミドなどのアルキレン基の炭素数が１～４のアルキレンビス（メタ）アクリルアミ
ドなどの（メタ）アクリロイル基を２個以上、好ましくは２個有する（メタ）アクリルア
ミド化合物；ジビニルベンゼン、ジアリルベンゼンなどの炭素－炭素二重結合を２個以上
、好ましくは２個または３個有する芳香族化合物；エチレンジアクリレート、エチレンジ
メタクリレート、エチレングリコールジアクリレート、エチレングリコールジメタクリレ
ート、プロピレングリコールジアクリレート、プロピレングリコールジメタクリレート、
ジエチレングリコールジアクリレート、ジエチレングリコールジメタクリレート、トリエ
チレングリコールジアクリレート、トリエチレングリコールジメタクリレート、１，４－
ブタンジオールジアクリレート、１，４－ブタンジオールジメタクリレート、１，６－ヘ
キサンジオールジアクリレート、１，６－ヘキサンジオールジメタクリレート、１，９－
ノナンジオールジアクリレート、１，９－ノナンジオールジメタクリレート、２－ｎ－ブ
チル－２－エチル－１，３－プロパンジオールジアクリレート、２－ｎ－ブチル－２－エ
チル－１，３－プロパンジオールジメタクリレート、トリプロピレングリコールジアクリ
レート、トリプロピレングリコールジメタクリレート、テトラエチレングリコールジアク
リレート、テトラエチレングリコールジメタクリレート、トリメチロールプロパントリア
クリレート、トリメチロールプロパントリメタクリレート、ペンタエリスリトールトリア
クリレート、ペンタエリスリトールトリメタクリレートなどの（メタ）アクリロイル基を
２個以上、好ましくは２個または３個有する（メタ）アクリレート化合物；ジアリルアミ
ン、トリアリルアミンなどの炭素－炭素二重結合を２個以上、好ましくは２個または３個
有するアミン化合物などが挙げられるが、本発明は、かかる例示のみに限定されるもので
はない。これらの多官能モノマーは、それぞれ単独で用いてもよく、２種類以上を併用し
てもよい。
【００３３】
　前記他のモノマーのなかでは、柔軟性に優れるとともに高機械的強度を有する水性ゲル
を得る観点から、（メタ）アクリル酸、（メタ）アクリルアミド、Ｎ－ビニルピロリドン
、（メタ）アクリロニトリルおよび２－ヒドロキシエチル（メタ）アクリレートが好まし
く、（メタ）アクリル酸がより好ましい。
【００３４】
　モノマー成分における他のモノマーの含有率は、柔軟性に優れるとともに高機械的強度
を有する水性ゲルを得る観点から、好ましくは５０質量％以下、より好ましくは４０質量
％以下であり、その下限値は０質量％であるが、柔軟性に優れるとともに高機械的強度を
有する水性ゲルを得る観点から、５質量％以上であることが好ましい。
【００３５】
　モノマー成分を重合させる方法としては、例えば、塊状重合法、溶液重合法、乳化重合
法、懸濁重合法などが挙げられるが、本発明は、かかる例示のみに限定されるものではな
い。これらの重合法のなかでは、塊状重合法および溶液重合法が好ましく、溶液重合法が
より好ましい。
【００３６】
　また、モノマー成分の重合は、例えば、ラジカル重合法、リビングラジカル重合法、ア
ニオン重合法、カチオン重合法、付加重合法、重縮合法などの方法によって行なうことが
できる。
【００３７】
　モノマー成分を溶液重合法によって重合させる場合には、例えば、モノマー成分を溶媒
に溶解させ、得られた溶液を攪拌しながら重合開始剤を当該溶液に添加することによって
モノマー成分を重合させることができるほか、重合開始剤を溶媒に溶解させ、得られた溶
液を撹拌しながらモノマー成分を当該溶液に添加することによってモノマー成分を重合さ
せることができる。
【００３８】
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　溶媒は、水または水と水以外の親水性有機溶媒とを含有する水性溶媒であることが好ま
しい。水性溶媒における水の含有率は、通常、５０質量％以上であり、その上限値は１０
０質量％である。
【００３９】
　親水性有機溶媒としては、例えば、メチルアルコール、エチルアルコール、イソプロピ
ルアルコールなどの炭素数が１～４の１価の脂肪族アルコール；エチレングリコール、プ
ロピレングリコールなどの脂肪族多価アルコール、アセトン、メチルエチルケトンなどの
ケトン；ジエチルエーテル、テトラヒドロフラン、ジオキサン、ジグライムなどのエーテ
ル；Ｎ，Ｎ－ジメチルホルムアミド、Ｎ，Ｎ－ジメチルアセトアミド、Ｎ－メチル－２－
ピロリドン、１，３－ジメチル－２－イミダゾリジノンなどのアミド；ジメチルスルホキ
シド、スルホランなどのイオウ含有有機溶媒；酢酸メチル、酢酸エチルなどの酢酸エステ
ルなどが挙げられるが、本発明は、かかる例示のみに限定されるものではない。これらの
親水性有機溶媒は、それぞれ単独で用いてもよく、２種類以上を併用してもよい。これら
の親水性有機溶媒のなかでは、柔軟性に優れるとともに高機械的強度を有する水性ゲルを
得る観点から、炭素数が１～４の１価の脂肪族アルコールおよびジメチルスルホキシドが
好ましく、メチルアルコール、エチルアルコール、プロピルアルコールおよびジメチルス
ルホキシドがより好ましく、メチルアルコール、エチルアルコールおよびジメチルスルホ
キシドがさらに好ましい。
【００４０】
　溶媒の量は、特に限定されないが、通常、モノマー成分１００質量部あたり、５０～４
００質量部であることが好ましく、１００～３５０質量部であることがより好ましい。
【００４１】
　モノマー成分を重合させる際には、分子量を調整するために連鎖移動剤を用いてもよい
。連鎖移動剤は、通常、モノマー成分と混合することによって用いることができる。連鎖
移動剤としては、例えば、２－（ドデシルチオカルボノチオイルチオ）－２－メチルプロ
ピオン酸、２－（ドデシルチオカルボノチオイルチオ）プロピオン酸、メチル２－（ドデ
シルチオカルボノチオイルチオ）－２－メチルプロピオネート、２－（ドデシルチオカル
ボノチオイルチオ）－２－メチルプロピオン酸３－アジド－１－プロパノールエステル、
２－（ドデシルチオカルボノチオイルチオ）－２－メチルプロピオン酸ペンタフルオロフ
ェニルエステル、ラウリルメルカプタン、ドデシルメルカプタン、チオグリセロールなど
のメルカプタン基含有化合物、次亜リン酸ナトリウム、亜硫酸水素ナトリウムなどの無機
塩などが挙げられるが、本発明は、かかる例示のみに限定されるものではない。これらの
連鎖移動剤は、それぞれ単独で用いてもよく、２種類以上を併用してもよい。連鎖移動剤
の量は、特に限定されないが、通常、モノマー成分１００質量部あたり０．０１～１０質
量部程度であればよい。
【００４２】
　モノマー成分を重合させる際には、重合開始剤を用いることが好ましい。重合開始剤と
しては、例えば、熱重合開始剤、光重合開始剤などが挙げられる。
【００４３】
　熱重合開始剤としては、例えば、アゾイソブチロニトリル、アゾイソ酪酸メチル、アゾ
ビスジメチルバレロニトリルなどのアゾ系重合開始剤、過酸化ベンゾイル、過硫酸カリウ
ム、過硫酸アンモニウムなどの過酸化物系重合開始剤などが挙げられるが、本発明は、か
かる例示のみに限定されるものではない。これらの重合開始剤は、それぞれ単独で用いて
もよく、２種類以上を併用してもよい。
【００４４】
　重合開始剤として熱重合開始剤を用いる場合、当該熱重合開始剤の量は、モノマー成分
１００質量部あたり、通常、０．０１～２０質量部程度であることが好ましい。
【００４５】
　光重合開始剤としては、例えば、２－オキソグルタル酸、１－ヒドロキシシクロヘキシ
ルフェニルケトン、２－ヒドロキシ－２－メチル－１－フェニルプロパン－１－オン、２



(10) JP 6607697 B2 2019.11.20

10

20

30

40

50

－メチル[４－（メチルチオ）フェニル]－２－モルフォリノプロパン－１－オン、２，２
－ジメトキシ－１，２－ジフェニルエタン－１－オン、ベンゾフェノン、１－[４－（２
－ヒドロキシエトキシ）フェニル]－２－ヒドロキシ－２－メチル１－プロパン－１－オ
ン、２－ベンジル－２－ジメチルアミノ－１－（４－モルフォリノフェニル）ブタン－１
－オン、ビス（２，６－ジメトキシベンゾイル）－２，４，４－トリメチルペンチルフォ
スフィンオキサイドなどが挙げられるが、本発明は、かかる例示のみに限定されるもので
はない。これらの重合開始剤は、それぞれ単独で用いてもよく、２種類以上を併用しても
よい。
【００４６】
　重合開始剤として光重合開始剤を用いる場合、当該光重合開始剤の量は、モノマー成分
１００質量部あたり、通常、０．０１～２０質量部程度であることが好ましい。
【００４７】
　モノマー成分を重合させる際の重合反応温度および雰囲気については、特に限定がない
。通常、重合反応温度は、５０～１２０℃程度である。重合反応時の雰囲気は、例えば、
窒素ガスなどの不活性ガス雰囲気であることが好ましい。また、モノマー成分の重合反応
時間は、重合反応温度などによって異なるので一概には決定することができないが、通常
、３～２０時間程度である。
【００４８】
　以上のようにしてモノマー成分を重合させることにより、ウレア系ポリマーが得られる
。
【００４９】
　ウレア系ポリマーの重量平均分子量は、柔軟性に優れるとともに高機械的強度を有する
水性ゲルを得る観点から、好ましくは１万～５０万、より好ましくは５万～１０万である
。
【００５０】
　なお、ウレア系ポリマーの重量平均分子量は、ゲルパーミエイションクロマトグラフィ
ー（以下、ＧＰＣという）分析装置〔東ソー（株）製、ＨＬＣ８２２０ＧＰＣ〕を用い、
展開液として１００ｍＭ臭化ナトリウム水溶液を用いて調べたときの値である。
【００５１】
　前記で得られたウレア系ポリマーをゲル化させることにより、水性ゲルが得られる。な
お、溶媒として水を用い、モノマー成分を溶液重合させた場合には、直接的にウレア系ポ
リマーからなる水性ゲルを得ることができる。また、ウレア系ポリマーに水を含有させて
ウレア系ポリマーをゲル化させることによっても水性ゲルを得ることができる。しかし、
水性ゲルの親水性を向上させ、柔軟性に優れるとともに高機械的強度を有する水性ゲルを
得る観点から、溶媒として水性溶媒を用い、モノマー成分を溶液重合させることにより、
ウレア系ポリマーからなる水性ゲルを得ることが好ましい。
【００５２】
　本発明の水性ゲルの含水率は、水性ゲルの親水性を向上させ、柔軟性に優れるとともに
高機械的強度を有する水性ゲルを得る観点から、好ましくは０．５～２０重量％、より好
ましくは１～１５重量％、さらに好ましくは３～１０重量％である。モノマー成分を水性
溶媒の存在下で溶液重合によって調製した場合、生成したウレア系ポリマーを含有する反
応溶液をそのままの状態で水性ゲルとして用いることができるが、必要により、水性ゲル
におけるウレア系ポリマーの固形分濃度が１５～８０質量％程度となるように、前記反応
溶液に水性溶媒を添加してもよく、水性ゲルに含まれている溶媒を蒸発させることによっ
て除去してもよい。
【００５３】
　本発明の水性ゲルには、本発明の目的を阻害しない範囲内で、抗菌剤、着色剤、香料な
どが適量で含まれていてもよい。
【００５４】
　本発明の水性ゲルの形状は、任意であり、例えば、モノマー成分を所定の内面形状を有
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する成形型内に入れて重合させた場合には、当該成形型の内面形状に対応した形状を有す
る水性ゲルを得ることができる。また、モノマー成分を基材上に流延した場合には、例え
ば、厚さが５０μｍ～５ｍｍ程度のフィルム状ないしシート状の水性ゲルを得ることがで
きる。
【００５５】
　シート状の水性ゲルの好適な製造方法としては、例えば、モノマー成分を水性溶媒に溶
解させた溶液を用いてモノマー成分を溶液重合させることにより、ウレア系ポリマーから
なるシート状の水性ゲルを製造する方法などが挙げられるが、本発明は、かかる方法のみ
に限定されるものではない。シート状の水性ゲルを製造する方法の具体例としては、モノ
マー成分を水性溶媒に溶解させた溶液を用いてモノマー成分を溶液重合させる際に、当該
モノマー成分の溶液をシートの厚さに対応する厚さとなるように容器に入れ、当該容器内
でモノマー成分を重合させる方法、モノマー成分を水性溶媒に溶解させた溶液を用いてモ
ノマー成分を溶液重合させることによって得られた水性ゲルを所望の厚さとなるように延
ばすことによってシート状の水性ゲルを得る方法、モノマー成分を水性溶媒に溶解させた
溶液を用いてモノマー成分を溶液重合させることによって得られた水性ゲルを所望の厚さ
となるようにスライスすることにより、シート状の水性ゲルを得る方法などが挙げられる
が、本発明は、かかる方法のみに限定されるものではない。
【００５６】
　以上のようにして本発明の水性ゲルが得られる。本発明の水性ゲルの大きさおよび厚さ
は、その用途などによって異なることから一概には決定することができない。したがって
、本発明の水性ゲルの大きさおよび厚さは、その用途などに応じて適宜調整することが好
ましい。
【００５７】
　本発明の水性ゲルの裏面には、必要により、織布、不織布、樹脂シート、樹脂フィルム
などの補強材が設けられていてもよい。また、本発明の水性ゲルの裏面に樹脂シート、樹
脂フィルムなどの補強材を設ける場合には、水性ゲルと補強材との親和性を向上させる観
点から、例えば、補強材の表面にアニオン性基を有するウレア系ポリマーなどからなるウ
レア系ポリマー層が形成されていてもよい。前記アニオン性基を有するウレア系ポリマー
は、例えば、アクリルアミドメチルプロパンスルホン酸、メチレンビスアクリルアミドな
どのモノマー成分を溶液重合法などの重合方法で重合させることによって形成することが
できる。
【００５８】
　以上説明したように、本発明の水性ゲルは、柔軟性に優れるとともに高機械的強度を有
する水性ゲルを得ることから、種々の用途に用いることができる。
【００５９】
　本発明の水性ゲルの用途としては、例えば、ドラッグデリバリーシステム用材料、医薬
品に用いられるｐＨ調整剤、医療品の成形用補助材、医療用包装材料、人工血管、血液透
析膜、カテーテル、コンタクトレンズ、人工水晶体、血液フィルター、血液保存バッグ、
人工臓器、バイオチップ、細胞培養シート、糖鎖合成機器用基材、分子シャペロン材料な
どの医薬用材料；湿布薬、絆創膏、床ずれ防止材、創傷被覆材などの医薬品；頭髪化粧料
、染毛剤、保湿クリーム、洗顔クリーム、シャンプー、リンス、コンディショナー、口紅
などの化粧品；芳香剤、消臭剤、液体洗剤などのトイレタリー用品；保護フィルムの接着
面、自己修復フィルムなどにおけるコーティング材；船底塗料、自動車用高弾性塗料、自
己修復塗料、防曇塗料、防汚塗料などの塗料；スクリーン印刷インキ、オフセットインキ
などの印刷インキ；フレキシブル電池、リチウムイオン二次電池などの電池の電解質用材
料などの電池材料；人工筋肉、圧電素子などのアクチュエーター材料などが挙げられるが
、本発明は、かかる例示のみに限定されるものではない。
【実施例】
【００６０】
　次に、本発明を実施例に基づいてさらに詳細に説明するが、本発明は、かかる実施例の
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みに限定されるものではない。
【００６１】
実施例１
　厚さが３ｍｍで一辺の長さが１０ｃｍのガラス板２枚を厚さ５ｍｍのシリコーンゴムを
シールとして隔てたセルを用意した。
【００６２】
　次に、２－ウレアエチルメタクリレート６．８４ｇ、メタクリル酸１３．７８ｇおよび
光重合開始剤として２－オキソグルタル酸０．１ｇをジメチルスルホキシド１００ｇに溶
解させることにより、モノマー成分溶液を得た。
【００６３】
　次に、前記で得られたモノマー成分溶液を前記セルに入れ、その側面から紫外線照射機
〔ＵＶＰ（株）製、品番：９５－００４２－１２〕を用いて照度４ｍＷ／ｃｍ2、照射時
間６時間、積算光量８６．４Ｊ／ｃｍ2にて紫外線を照射することにより、樹脂フィルム
上に水性ゲル前駆体を得た。前記で得られた水性ゲル前駆体をイオン交換水中に約２５℃
で１週間浸漬させ、水性ゲル前駆体に含まれている残存モノマーおよびジメチルスルホキ
シドを除去することにより、水性ゲルを得た。
【００６４】
　前記で得られた水性ゲルにおける含水率を当該水性ゲルの凍結乾燥前後の質量に基づい
て求めたところ、当該含水率は７０％であった。
【００６５】
　次に、前記で得られた水性ゲルを縦９ｃｍ、横５ｍｍ、厚さ：５ｍｍとなるようにカッ
ターナイフで裁断し、得られた試験片の引張り強さおよびヤング率を引張試験機〔オリエ
ンテック（株）製、品番：Ｔｅｎｓｉｌｏｎ　ＲＴＣ－１３１０Ａ〕で測定した。その結
果、試験片の引張り強さは１．０９ＭＰａであり、ヤング率は４．９４ＭＰａであった。
【００６６】
実施例２
　実施例１において、２－ウレアエチルメタクリレートの量を１３．７６ｇに、アクリル
酸の量を１０．３２ｇに変更したこと以外は、実施例１同様にして水性ゲルを得た。
【００６７】
　前記で得られた水性ゲルにおける含水率を当該水性ゲルの凍結乾燥前後の質量に基づい
て求めたところ、当該含水率は７０％であった。
【００６８】
　次に、前記で得られた水性ゲルを用いて実施例１と同様にして試験片を作製し、当該試
験片の引張り強さおよびヤング率を測定した。その結果、試験片の引張り強さは１．２９
ＭＰａであり、ヤング率は１３．７５ＭＰａであった。
【００６９】
実施例３
　実施例１において、２－ウレアエチルメタクリレートの量を２０．６４ｇに、アクリル
酸の量を６．８８ｇに変更したこと以外は、実施例１同様にして水性ゲルを得た。
【００７０】
　前記で得られた水性ゲルにおける含水率を当該水性ゲルの凍結乾燥前後の質量に基づい
て求めたところ、当該含水率は５２％であった。
【００７１】
　次に、前記で得られた水性ゲルを用いて実施例１と同様にして試験片を作製し、当該試
験片の引張り強さおよびヤング率を測定した。その結果、試験片の引張り強さは２．４６
ＭＰａであり、ヤング率は２５．７ＭＰａであった。
【００７２】
実施例４
　実施例１において、２－ウレアエチルメタクリレートの量を２４．０８ｇに、アクリル
酸の量を５．１６ｇに変更したこと以外は、実施例１同様にして水性ゲルを得た。
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【００７３】
　前記で得られた水性ゲルにおける含水率を当該水性ゲルの凍結乾燥前後の質量に基づい
て求めたところ、当該含水率は２０％であった。
【００７４】
　次に、前記で得られた水性ゲルを用いて実施例１と同様にして試験片を作製し、当該試
験片の引張り強さおよびヤング率を測定した。その結果、試験片の引張り強さは９．８３
ＭＰａであり、ヤング率は５０．７ＭＰａであった。
【００７５】
実施例５
　実施例１において、２－ウレアエチルメタクリレートの量を２７．５２ｇに、アクリル
酸の量を３．４４ｇに変更したこと以外は、実施例１同様にして水性ゲルを得た。
【００７６】
　前記で得られた水性ゲルにおける含水率を当該水性ゲルの凍結乾燥前後の質量に基づい
て求めたところ、当該含水率は２５％であった。
【００７７】
　次に、前記で得られた水性ゲルを用いて実施例１と同様にして試験片を作製し、当該試
験片の引張り強さおよびヤング率を測定した。その結果、試験片の引張り強さは５．０３
ＭＰａであり、ヤング率は３．５ＭＰａであった。
【００７８】
実施例６
　実施例１において、２－ウレアエチルメタクリレートの量を３４．４０ｇに、アクリル
酸の量を０ｇに（２－ウレアエチルメタクリレートのみ）変更したこと以外は、実施例１
同様にして水性ゲルを得た。
【００７９】
　前記で得られた水性ゲルにおける含水率を当該水性ゲルの凍結乾燥前後の質量に基づい
て求めたところ、当該含水率は３７％であった。
【００８０】
　次に、前記で得られた水性ゲルを用いて実施例１と同様にして試験片を作製し、当該試
験片の引張り強さおよびヤング率を測定した。その結果、試験片の引張り強さは０．３２
ＭＰａであり、ヤング率は０．０７ＭＰａであった。
【００８１】
実施例７
　厚さが３ｍｍで一辺の長さが１０ｃｍのガラス板２枚を厚さ５ｍｍのシリコーンゴムを
シールとして隔てたセルを用意した。
【００８２】
　次に、２－ウレアエチルメタクリレート１７．１ｇおよび光重合開始剤として２－オキ
ソグルタル酸０．１ｇをジメチルスルホキシド１００ｇに溶解させることにより、モノマ
ー成分溶液を得た。
【００８３】
　次に、前記で得られたモノマー成分溶液を前記セルに入れ、その側面から紫外線照射機
〔ＵＶＰ（株）製、品番：９５－００４２－１２〕を用いて照度４ｍＷ／ｃｍ2、照射時
間６時間、積算光量８６．４Ｊ／ｃｍ2にて紫外線を照射することにより、樹脂フィルム
上に水性ゲル前駆体を得た。前記で得られた水性ゲル前駆体をジメチルスルホキシド：イ
オン交換水の容量比が５０：５０である溶液に約２５℃で１時間浸させた後、ジメチルス
ルホキシド：イオン交換水の容量比が３０：７０、２０：８０、１０：９０、５：９５ま
たは０：１００である溶液に順に浸漬させ、水性ゲル前駆体に含まれている残存モノマー
およびジメチルスルホキシドを除去することにより、水性ゲルを得た。
【００８４】
　前記で得られた水性ゲルにおける含水率を当該水性ゲルの凍結乾燥前後の質量に基づい
て求めたところ、当該含水率は４０％であった。
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【００８５】
　次に、前記で得られた水性ゲルを用いて実施例１と同様にして試験片を作製し、当該試
験片の引張り強さおよびヤング率を測定した。その結果、試験片の引張り強さは０．９０
ＭＰａであり、ヤング率は０．２７ＭＰａであった。
【００８６】
実施例８
　厚さが３ｍｍで一辺の長さが１０ｃｍのガラス板２枚を厚さ５ｍｍのシリコーンゴムを
シールとして隔てたセルを用意した。
【００８７】
　次に、２－ステアリルウレアエチルメタクリレート４０．１ｇおよび光重合開始剤とし
て２－オキソグルタル酸０．１ｇをシクロヘキサノン１００ｇに溶解させることにより、
モノマー成分溶液を得た。
【００８８】
　次に、前記で得られたモノマー成分溶液を前記セルに入れ、その側面から紫外線照射機
〔ＵＶＰ（株）製、品番：９５－００４２－１２〕を用いて照度２ｍＷ／ｃｍ2、照射時
間１２時間、積算光量８６．４Ｊ／ｃｍ2にて紫外線を照射することにより、有機溶剤系
ゲルを得た。
【００８９】
　前記で得られた有機溶剤系ゲルにおける溶剤含有率を当該有機溶剤系ゲルの凍結乾燥前
後の質量に基づいて求めたところ、当該溶剤含有率は７１％であった。
【００９０】
　次に、前記で得られた有機溶剤系ゲルを用いて実施例１と同様にして試験片を作製し、
当該試験片の引張り強さおよびヤング率を測定した。その結果、試験片の引張り強さは１
．８ＭＰａであり、ヤング率は５０．０ＭＰａであった。
【００９１】
実施例９
　実施例８において、モノマー成分を２－ステアリルウレアエチルメタクリレート２０．
５ｇおよび２－ラウリルウレアエチルメタクリレート１７．０ｇに変更したこと以外は、
実施例８と同様にして有機溶剤系ゲルを得た。
【００９２】
　前記で得られた有機溶剤系ゲルにおける有機溶剤含有率を当該有機溶剤系ゲルの凍結乾
燥前後の質量に基づいて求めたところ、当該有機溶剤含有率は７３％であった。
【００９３】
　次に、前記で得られた有機溶剤系ゲルを用いて実施例１と同様にして試験片を作製し、
当該試験片の引張り強さおよびヤング率を測定した。その結果、試験片の引張り強さは１
．１ＭＰａであり、ヤング率は２．５ＭＰａであった。
【００９４】
実施例１０
　実施例５で得られた水性ゲルを０．１５Ｍの塩化ナトリウム水溶液に浸漬することによ
り、塩水交換された水性ゲルを得た。
【００９５】
　前記で得られた水性ゲルにおける含水率を当該水性ゲルの凍結乾燥前後の質量に基づい
て求めたところ、当該含水率は２８％であった。
【００９６】
　次に、前記で得られた水性ゲルを用いて実施例１と同様にして試験片を作製し、当該試
験片の引張り強さおよびヤング率を測定した。その結果、試験片の引張り強さは４．００
ＭＰａであり、ヤング率は３．２ＭＰａであった。
【００９７】
比較例１
　厚さが３ｍｍで一辺の長さが１０ｃｍのガラス板２枚を厚さ５ｍｍのシリコーンゴムを
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シールとして隔てたセルを用意した。
【００９８】
　次に、アクリルアミドメチルプロパンスルホン酸（ＡＭＰＳ）１４．１ｇ、メチレンビ
スアクリルアミド（ＭＢＡＡ）０．６ｇおよび光重合開始剤として２－オキソグルタル酸
０．０１ｇを蒸留水１００ｇに溶解させることにより、溶液Ａを得た。
【００９９】
　一方、アクリルアミド７．０ｇ、メチレンビスアクリルアミド０．６ｇおよび２－オキ
ソグルタル酸０．０１ｇを蒸留水１００ｇに溶解させることにより、モノマー成分の水溶
液（溶液Ｂ）を得た。
【０１００】
　次に、溶液Ａを前記セルに入れ、その側面から紫外線照射機〔ＵＶＰ（株）製、品番：
９５－００４２－１２〕を用いて照度４ｍＷ／ｃｍ2、照射時間６時間、積算光量８６．
４Ｊ／ｃｍ2にて紫外線を照射することにより、樹脂フィルム上にアクリルアミドメチル
プロパンスルホン酸－メチレンビスアクリルアミドコポリマーからなるポリマー層を形成
させた。その後、溶液Ｂを前記セルに入れ、均一な組成となるように撹拌した後、再度、
セルの側面から前記紫外線照射機を用いて照度４ｍＷ／ｃｍ2、照射時間６時間、積算光
量８６．４Ｊ／ｃｍ2にて紫外線を照射することにより、水性ゲルを得た。
【０１０１】
　前記で得られた水性ゲルにおける含水率を当該水性ゲルの凍結乾燥前後の質量に基づい
て求めたところ、当該含水率は９０％であった。
【０１０２】
　次に、前記で得られた水性ゲルを用いて実施例１と同様にして試験片を作製し、当該試
験片の引張り強さおよびヤング率を測定した。その結果、試験片の引張り強さは０．９５
ＭＰａであり、ヤング率は０．２５ＭＰａであった。
【０１０３】
　以上の結果から、本発明の水性ゲルは、２種類のポリマーを相互に複合させた構造を有
していないにもかかわらず、柔軟性に優れ、しかも高機械的強度を有することがわかる。
また、本発明の水性ゲルの製造方法によれば、柔軟性に優れるとともに高機械的強度を有
する水性ゲルを効率よく容易に製造することができることがわかる。
【産業上の利用可能性】
【０１０４】
　本発明の水性ゲルは、前記したように、柔軟性に優れるとともに機械的強度が高いこと
から、例えば、人工軟骨、人工皮膚、人工乳房などの人工器官用材料；カテーテル、ガイ
ドワイヤーなどのコーティング剤、血液浄化フィルターの回路用コーティング剤、人工関
節の駆動部用コーティング剤などのコーティング剤；細胞培養シートなどの医療機器用材
料；薬剤をゲル状で体内に投与するための医療用材料；化粧パック、絆創膏、芳香剤用基
材、トイレタリー用品などに用いられるゲル体；化粧品用原料；液晶画面保護用フィルム
の接着層の原料；フジツボなどの貝類の付着防止用船底塗料などの塗料；自動車の振動を
吸収するための防振材料；リチウムイオン二次電池の電解質の原料；アクチュエーター材
料、圧電素子などのエネルギー関連材料；印刷材料などの用途に使用することが期待され
るものである。
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